






2017年3⽉期第3四半期累計の決算につきましてご説明いたします。
（Ｐ2とＰ3を合わせてご覧ください）

2017年3⽉期第3四半期累計の売上⾼は、1兆4,694億円、
前年同期⽐は-10.6％となりました。
成⻑領域の産業分野とその他分野は堅調に推移した⼀⽅、為替影響とMFP製品ミックス変化
などの影響により減収となりました。

営業利益は285億円、前年同期⽐-66.6％となりました。
為替影響に加え、インド関連費⽤、構造改⾰費⽤、前年度の特殊要因(資産売却益)など
により減益となりました。

株主に帰属する当期利益は41億円、前年同期⽐-92％となりました。
営業減益に加え、⽇⽶APA合意による法⼈所得税費⽤増加などの影響により減益となりました。

9ヶ⽉間の累計結果を踏まえ、通期⾒通しは売上⾼、当期利益を下⽅修正いたします。
営業利益の⾒通し400億円につきましては変更ありません。

当期利益の下⽅修正に伴い、期末配当⾦の⾒通しを修正しています。



2017年3⽉期第3四半期営業利益の前年との増減⽐較を⽰しています。
第3四半期累計営業利益は、前年度の854億円に対して、当年度は285億円となりました。
前年と⽐較し、568億円減少しました。
ただし、前年度は特殊要因として資産売却益159億円が含まれているため、
それを除くと前年実績は695億円となります。
事業活動による利益である販売・MIXは、前年同期⽐で-147億円の減少となりました。
これは、MFPミックスの変化、A3MFPよりA4MFPの割合が⾼くなっていることが要因です。
製品原価低減は、前年同期⽐で+78億円の増加となりました。
研究開発費は、前年と同⽔準となりました。
その他経費は、前年同期⽐で+69億円の改善となりました。
その他経費までの増減結果をみると、ほぼ前年と同じ⽔準となります。

加えて、第2四半期決算で構造改⾰費⽤を下期110億円計上すると公表しましたが、
110億円のうち第3四半期に45億円の費⽤を計上しました。
構造改⾰活動は予定通り進んでいます。
さらに、インド関連費⽤69億円と為替影響296億円が前年同期⽐で減少となり、
その結果、第3四半期累計営業利益は285億円となりました。
営業利益につきましては、ほぼ計画通りの着地とみています。



<画像＆ソリューション全体>
MFP減収の影響により、為替影響を除いても減収、減益となりました。

<オフィスイメージング>
クラウドソリューションに対応する新ラインアップのA3カラーMFPは堅調に推移しています。
⼀⽅で、欧州の需要の弱さと海外でのA3モノクロ機の新製品切り換えが重なり、
第3四半期のMFP台数はあまり⼤きく伸びていません。
A4MFPは好調で台数が伸びています。
結果、A4MFPの増加により平均単価は下がっています。
⼀⽅、MFP、LP(レーザプリンタ)のノンハード売上は前年同期⽐でマイナス幅は
縮⼩してきています。

<PP(プロダクションプリンティング)>
PPハードは、上期の⾒込みの刈り取りが進み始めましたが、前年度の新製品効果の影響が残り、第3
四半期も若⼲のマイナスとなりました。
ただし、ノンハードは堅調に増加し、PP全体で第3四半期は前年同期⽐増収に回復しました。

<NSS(ネットワークシステムソリューション)>
その他地域での減収が⼀段落し、第3四半期は為替除いて増収に戻りました。
ビジュアルコミュニケーションが堅調に拡⼤しました。

画像＆ソリューション分野は、第4四半期もMFPは同じ状況が続くと⾒ていますが
PP、NSSは増加に転じており、構造改⾰効果と合わせて利益は改善する⾒込みです。



MFP・プリンタ・PP合計のハード、ノンハード売上⾼前年同期⽐伸び率は
第3四半期において、ハードは-5％、ノンハードは-1％となりました。
ただし、ノンハードについては推移をみると減少幅は⼩さくなってきています。



9ヶ⽉累計は、為替影響とIJ(インクジェット)の増産投資などの事業強化費⽤の増加の影響により
減収、減益となりました。

第3四半期は、サーマルが堅調に推移、インダストリで産業向けの製品などが増加し、
増収、増益に回復しました。
第4四半期もサーマルは堅調に推移するとみています。



9ヶ⽉累計は増収、増益となりました。
売上はファイナンスが好調に推移しています。
上期好調だったカメラは第3四半期では横ばいになっています。

第4四半期はファイナンスの好調が継続するとみており
通期では前年⽐増益で着地する⾒込みです。



直近3ヶ⽉の新商品やイベントを記載しています。

オフィスイメージングでは、
モノクロA3MFPのラインアップを⼀新しました。
加えてA4MFPやジェルジェットプリンターで新製品を投⼊し強化しています。

産業分野では、⾞載向け製品を発売しました。

プロダクションプリンティングでは、
「RICOH Customer Experience Center」を開設しました。
プロダクションプリンティングの製品は、⾮常に⼤きなマシンのため
実際に稼動しているところをお客様に⾒て体感していただく“魅せる印刷⼯場”として
欧・⽶・アジアに次いで国内にも開設しました。

更に、カナダのAvanti Computer System社を買収しました。
プロダクションプリンティングの⼯程統合管理の経営情報システムを提供している会社です。
これにより、受発注から⼯程統合管理までワンストップソリューションで提供していきます。



連結財政状態計算書の増減は主に季節要因によるものです。

営業債権の減少は季節要因によるものであり、3⽉末に増加した債権回収が進んでいます。

ファイナンス事業の拡⼤により、リース債権が増加しています。

棚卸資産は季節要因と新製品切替による影響もあり、在庫は増えていますが、
年度末に向けてコントロール出来るレベルと認識しています。

有利⼦負債の増加要因はファイナンス事業と棚卸資産の拡⼤によるものです。



バランスシートの動きに伴う指標の⼀覧となります。

棚卸資産回転期間については、期末に向けて改善していく⾒込みです。



ファイナンス事業を除くFCFは-72億円となっていますが、
前年の実績に含まれる資産売却益影響（収⼊165億円）を除くと、
実態としては前年同期と⼤きな変化はありません。



通期業績⾒通しは下⽅修正いたします。

売上⾼は100億円引き下げています。
主な要因として、第3四半期までの実績に加えて、欧州の需要動向を反映しています。

営業利益は第3四半期までは、ほぼ計画通りに着地したため、⾒通しは修正していません。

当期利益は80億円引き下げています。
背景として、当社からの申請により、⽇⽶当局間でAPA協議を⾏ったためです。
APA協議は所得の調整という性質を持つものであり、実質的な影響はありませんが、
今回の協議結果によって、⽶国での所得が増加いたします。
⽶国の税率が⽇本の税率を上回っていることから、⽇⽶間の税率差によって影響が出ています。

研究開発費は変更していません。
設備投資につきましては、第3四半期までの実績を踏まえて調整をしています。

為替レート⾒通しは変更していません。（ドル105円、ユーロ115円）



前ページの内容を増減チャートで⽰しています。

今後、構造改⾰効果を順次取り込めると期待しています。



残念ながら、期末配当⾦の⾒通しを下⽅修正いたします。

記念配当につきましては、⾜許の業績連動とは分けて捉えるべきと考えているため、
⾒通しどおりお⽀払させていただく予定です。

新たな事業の柱の構築に注⼒していくことに加えて、
⽇⽶APA影響で下期当期利益⾒通しが下⽅修正となった状況を踏まえ、
⼤変申し訳ございませんが、期末配当⾦⾒通しを引き下げさせていただきました。

来年度以降の配当⽅針につきましては、
4⽉からスタートする次期中期経営計画や年度⾒通しを公表する際に
ご説明させていただきます。



＜主なQ&A＞
Q：通期⾒通しの増減益分析を⾒ると販売MIXが前回⾒通しから改善しているがなぜか？
A：構造改⾰の効果として、販管費だけでなく原価低減にも貢献が期待されるものがあり、これを反映
した。

Q：構造改⾰としてQ3に何を実施したか？またそのうちQ4で効果が表れるものとは何か？
A：各地域で間接部⾨の効率化に着⼿した。Q4ではこれが経費減として表れると考えている。

Q：Q4のその他経費の削減額は構造改⾰効果を織り込んでもQ3までのトレンドからはかなり⼤きいよ
うに⾒えるが？
A :Q4のその他経費の削減額が⼤きく⾒える要因には前年の経費⽔準との差もあり、⾒通し数値の
達成可能と考えている。

Q :配当の来期以降の考え⽅は？
A :配当は中⻑期の業績、必要な投資を考慮して考えるものであり、中期計画の発表と合わせてお話
をさせていただきたい。

Q :前回の構造改⾰と今回の構造改⾰の違いは？
A :お客様に提供するものを変えていかなければならないと考えている。そのためにハードウェア販売中⼼
のビジネスモデルに適したこれまでの体制・体質を変えていくことが今回の構造改⾰の主な狙いとなる。




























